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10 年で 3 極化が進んでいくのである。それでも若年層は将来への生活が不安と思う人々は
多く、資産形成サポートを求める人は多い。 
 
図 1-1 セグメント別のニーズ変化の例『若年層』(20 代)  
 
出所：A.T. カーニー、矢吹、2014 年、p.4 を筆者編集。 
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図 1-2 セグメント別のニーズ変化の例『中年層』(30～40 代)  
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(3) 50 代からシニア層 
50 代からシニア層については、50 代上流、50 代中流、シニア社会派、シニア個人派、シ
ニア中流、シニアジリ貧と分類している。50 代上流は収入の不安が小さいがローンに対す












図 1-3  セグメント別のニーズ変化の例『50 代～シニア層』(50 代～) 
 






































2016 年は 51.9%と減少傾向にある。この背景には景気後退による不景気が影響している。 
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い水準で安定していたが、バブル後退期の 1989 年頃から再び上昇し始め、1990 年代前半は
10%前後だったものが 2000 年に入り急激に上昇し始め 2012 年には 26.0%と 4 世帯のうち
1 世帯は金融資産ゼロ世帯となっている。2013 年からは 30%を超えている。収入の少ない世
帯だけでなく、年収 500 万～1000 万円の世帯でも上昇している。これは収入の伸び悩みだ
けでなく、金融リテラシーの不足により効果的な資産形成ができないことから、金融資産ゼ
ロ世帯の増加につながっていると考えられる。2016 年調査による可処分所得から分析する










大している。厚生労働省「人口動態調査」によると、全国の死亡者数は 2003 年には 1000 万











































８ 1 人―1 人から 1 家族―1 企業との関係へ 
パーソナルファイナンス・サービスは顧客との One to One 独自の関係だけでなく、個々
の家族などによってサービス消費が行われることから、サービスの一つ一つがその家族へ向
けての価値でなければならない。One to One マーケティングは 1 対 1 の独自の関係を焦点
としているが、この「One」を 1 単位と考えた場合、1 家族と 1 企業という発想にすると継
続的な取引から世代を超えた独自の関係を構築することが可能となってくる。ここでＮＲＩ
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が名付けた「インビジブル・ファミリー」のイメージを挙げてみる。 
 
























































































入しているかの変化が表 2－1 である。 
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表 2－1  自動車保険の加入チャネルの変化 
 
 
      
 
現在  20%   12%    13%   55% 
その他の 
チャネル 
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パーソナルファイナンス・サービスの契約時は一人で行うより家族で契約するケースが
多い。また遺産相続については世代間を超えた取り決めとなるので、One to One マーケ
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(2) 本稿でいうヤング層とは結婚前の 20 代を中心に指している。 
(3) 本稿でいうシニア層とは主にセカンドライフを送っている 70 代前後の世代を指している。 
(4) 朝日新聞 2016 年 1 月 5日付朝刊(7 面)の記事を一部引用したものである。 
(5) 総務省『平成 23 年度版情報通信白書』、2011 年、pp.61-62 から引用。 
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(6) サービス・マーケティングの 4つの特性とは、「無形性」、「不可分性」、「変動性」、「消滅性」のこ
とである。 
(7) ファイナンシャル・サービス特有の特性・特質とは、「一次選択行動の非完結性」、「不確定消費」、
「消費デュレーション(消費継続期間)」を指している。 
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